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妻の「育  
IRトー一一・ヽJ＼  
ンーもl」 ＿ノレ1  

て一番心  

配な時  

期」（※  

2）  

∵一番心配だった  一番手助けが欲しかっ  

出産入院中 退院直後退院から1ケ月1  ～2ケ月 2～3ケ月 3～6ケ月 6～10ケ月 1歳  前後  3歳  

妻のニーズ  ○夫に対する育児休業取得についての意向（子育て層）  

（※6）  

ぜひ機会があれは育休を取得してほしい15．4％  
取得してほしいが、現実的には難しい 36．5％  

○育児休業を取得して特に大変だった  

点（女性）（※8）  

復帰した時、職場の環境が大きく変化し  

ていた 29．0％  

○職場の様子が気になり不安だった1  

0．3％ その他、復帰後過労のために  

体調を崩したという声もあった。  
○出産に立ち  

会ったか（※  

3）  
した 46．6％  

したかったけ  

れどできな  

かった  

28．2％  

○男性本人の育休取得についての意向（潜在的ニーズ層）  

（※7）  

取得したい、できれば取得したい  34．1％  

○子どもと過ごす時間（理想）（※1）（上位3位）  

1～2時間未満 23．9％   
2～3時間未満 32 6％  

3～4時間未満 18．7％  

○産後8週の休業  

取得希望（※4）  

ぜひとりたい  

26．4％  

できればとりたい  

37．9％  

夫の  
ーズ  ○いわゆる「ならし保育」の時期が職場  

復帰と重なるため、職場復帰前に「なら  

し保育」をしてほしいという二一ズの存在  

（※9）  

○ならし保育の期間 数日～数週間  

○男性の育児休業取得割合（※1） 0．5％  
○取得期間（※1）  

1か月未満 31．7％1か月～3か月未満 65 8％ 3か月～6か月未満1．5％  

○取得時期（※4注）子どもが3か月未満のとき 86．7％  
○取得しなかった理由 妻が育児休業を取得したから育休を取得しなかった（※4）45．8％  

○子どもと過ごす時間（現実）（※3）30分～1時間未満19．6％、1～2時間未満 27 0％  
2～3時間未満   17．0％  

○末子の出産時に休暇を取得した  

男性の割合（※5）50．4％  

その際に利用した休暇制度（※5）  

「年次有給休暇制度」56．0％  

「出産休暇制度」 54．0％  
「育児休業制度」   2 4％  

王別犬  

l‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾t‾t‾一‾‾一‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

－ ＊1）厚生労働省「女性雇用管理基本調査」平成17年度 ＊2）大阪府「地域母子保健サービスに関する研究～新しい乳幼児保健活動∝  策定のための研究（平成15年）  ＊3）ベネッセ次世代育成研究所「乳幼児の   
：父親についての調査」平成15年 ＊4）日本労働研究機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査報告書」平成15年注）取得割合が低いため、数自体が少ない ＊5）ニッセイ基礎研究所「男性の育児休業取得に関する調 ヱ  
：査」平成14年＊6）子ども未来財「子育てに関する意識調査」平成12年 ＊7）労働政策研究・研修機構「仕事と生活の調和を可能にする社会システムの構築に関する研究」（平成19年）＊8）高知県育児休業取得職員に  

こ＿重任垂ヱ≧乞ニヒ現査＿貿威ユ了生蜃上口却＿ヱ9と厚生労働省工！車庫至塵生埠埜裡貧⊇iリ雲三乙L遡空車生章よ苧盛ユZ蚤透重昂呪理事国草確談国長男草土建毒見控弘1＿旦年ユ…＿＿＿＿＿＿＿…＿＿＿＿＿＿＿＿‖＿…＿＿＿‥」  



公務員の特別休暇（夫・父親のための休暇）  

○配偶者出産休暇（昭和61年改正時に創設）（有給）   

出産に伴い必要と認められる入院の付き添い等を行う場合に、2日の範囲内   

の期間。（平成17年改正により、入院中の世話などについても取得できるよ   

うに要件が緩和され、1時間単位で分割して取得できるよう取得方法が弾力化   

された）  

◆人事院規則15－14  

（特別休暇）  

第二十二条  

九 職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。次号   

において同じ。）の出産に伴い勤務しないことが相当であると認められる場合 人   

事院が定める期間内（※職員の妻の出産に係る入院等の日から当該出産の日後2   

週間を経過する日）における二日の範囲内の期間  

導入経緯；   

核家族化の傾向に伴い、職員の妻の出産のための病院の入退院の付き添   

い等を職員自身が行わなければならない場合が増加しており、また、民   

間企業において普及率が高かったこと等を考慮され導入された。   

なお、期間については、通常の出産に伴う付き添い等の手伝いはこの範   

囲内で行われているという実態に基づいたものとされている。  

利用状況：   

5，034人（平成15年）  

※割合は出していない。  

○男性職員の育児参加のための休暇（平成17年創設）（有給）   

妻の産前産後期間中に、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するま   

での子を養育する男性職員に対し、5日の範囲内の期間。（1時間単位で分割   

して取得可能）   



◆人事院規則15－14  

（特別休暇）  

第二十二条  

十 職員の妻が出産する場合であってその出産予定日の六週間（多胎妊娠の場合に   

あっては、十四週間）前の日から当該出産の日後八週間を経過する日までの期間   

にある場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子  

（妻の子を含む。）を養育する職員が、これらの子の養育のため勤務しないことが   

相当であると認められるとき 当該期間内における五日の範囲内の期間   

導入経緯：   

当該期間は夫たる男性職員の育児参加が最も必要とされる時期であり、また、  

子育ての最初の段階で育児に積極的にかかわることをきっかけとして、その後  

の育児への関心や参加の度合いが高まる効果も期待できることから導入され  

た。（平成16年に出された「多様な勤務形態に関する研究会」の中間とりま  

とめにおいて提言されたもの。）   

なお、日数については、「仕事と子育ての両立支援の方針について」（平成1  

3年7月6日閣議決定）において「父親の産休5日間」がうたわれていること  

や次世代法に基づく行動計画策定指針において「5日間程度」の休暇の取得促  

進が掲げられていることを踏まえ、連続取得すればある程度まとまった時間を  

子どもと過ごすことができる日数として「5日の範囲の期間」としている。  

利用状況；   

2，301人、同年度に子どもが生まれた男性職員の約30％（平成18年度）  

仕事と子育ての両立支援策の方針について（抄）  

Ⅰ．両立ライフへ職場改革  

1 基本方針  

（2）育児休業制度ならびに出産休暇の十分な活用を求める。とりわけ男性の育児休  

業取得を奨励するとともに、父親の出産休暇の全員取得をめざす。（「父親の産  

休5日間」）   

2 具体的目標・施策  

（2）育児休業制度と出産休暇の十分な活用  

育児休業制度の広報を一層積極的に行い、男性の育児休業取得を奨励する。  

また、配偶者の出産時における父親の出産休暇について、育児休業の制度を  

活用して取得が可能であることを広くPRする。   



（別表）主要国における出産休暇・出産時父親休暇・育児休暇・病児看護休暇（2003年／2004年現在）  

け1産休暇  ＝慮時父親休暇  育児休暇  病児看護休暇  
期間   給H水準   期聞   給付水準   期間   子どもの  給付水準   廿数   子どもの  

年齢rl制限  年齢制限   
オーストラリア  連邦職員：12週間  法制度なし  19944F以来子ども1人に／二）き1年間  無給   介詣休暇又は家族伏  

州職員：6～12矧削  勤続1年間を要什   暇5fl榊  
オーストリア   16週間（産前8週間、  10（）％   10就労日（2週間）  】0〔用   1990年に導入、2002年1q改了F   2年間（：うか  母親のみが休暇を取得すると  年間10就ツiロー2週間）  第1濁はな  1（）（）ワム  

産後8凋間）  司時に取得可能な1か月間を除き両親  †］問につい  了どもが30かJlになるまで、父  し  
多胎日産、甲∵産、締  のうちいずれかが2年間取得叫能  ては7歳ま  削が6か月間以上体暇を取得  第2jI副ま12  

二】三切開の場合には4  献労時間を5分の2以1二短縮すると」年  歳  
週間追加  間（両親同‖寺取得だと2年間）パートタ  で給H支給（2003年：】口145：う  
取得率二極ダ）て高い  イム休暇を取得可能  ユーロ）。父親が休暇を取得lノ  
（1998）  1日4．5～8時間就労の授乳をする女件  なし、と6かノ＝削の有給休暇は  

は1日45分の休憩を取得可能  喪失  

取得率：女†／柏n－！ム、！別′い憫＝997）   パートタイム休暇を取得する両  
親には給†寸を削減  

家族緊急†ノ付暇3かノり間  無給   
（＝司更新可能1、バート  

ベルギー   
タイムガ働可能  

15週間（隠酢購欄、  ：廿＝】聞：82％  20n2年より在役こ川I1  82％（封1閲  相補年に導入、20（）2咋1月よりダイム・  4歳（障害児  月餅537ユー口   病気の子どヰ，又ほ家族  10∩％  

産後8i垣間は強制）  その後：75％（限  以l人】に10ト】問   は100％：他  クレジット制導入   の場合8歳）  ハー【フタイム労働の場合268ユー  の川二話のため午l昌‖ローl  
多胎日産の場合には  用者、その  ＝   閃  
17週間  公務巨i：10（1％  後は匡瞭保  
自営業者は封唾粧  険）   ハーフタイム労働の場合6か月間  
1991iF上り口二親が死  フルタイムの80％の／く－トタイム労働の  

去又は弔病の場合、  場合15か月間  
確後休暇を父槻が取  
得・叶能   

1年間まで長期休暇  這細   
カナダ   t7週間   15週間は55％  法制度なし  37週間  】歳   週平均賃金の55％  重病のイど牽，、親、配偶  無給   

6か月間勤続を条件  低所得の場合、80％  者の介護に8週間  
デンマーク   2（川2年1月より52週間  90％（限度細あり、  産後11週間内に連続  9n％、限度  1985年導入、1991年改正   9歳   ：i2渦間9（）％（週3，115デンマーク・  重病の子どもの世話を  14歳末満  約鮒％  

（産前4i馴鞘、塵後14  2003年では遇3，115  2週間＋母祖が父親  青白あり  32週間（8～13週間は子どもが9蔵にな  クロ」一ネを限度額）   するため、】8暦月に52  
週間は母親が取得、  るまでに椒得可能）  週間   
2週間は父親が取得、  取得率：58．2％（1998）  ハーフタイム労働で61週間取得するこ  
32週間は父刃∬瀾で  とも可能  
共有、10週間は父親  32週間分の給付で朋週間又は㈹週間  
にイ寸与吋能）取得率：  取得することも可能  
86．即ふ（1998）   取得率：女性9：うぅ。、男性3％（1り97）  

フィンランド  」二曜日を含む】05就  賃金が26，720ユー  母親が山産休暇中に  川産休暇に  1980年に導入、1985年改正   1歳末溝  川産休暇に同じ   年間了・ども1人につき4  10歳   100％  

労I］（約17．5逓旧那  ロ以下：7（〕％   8＝間   同じ   子ども1人につき＝産休暇後に1二曜卜】  （パートタイ  30時間までの就労者には減額  l川冒  
（産前3n～50就労H、  26，720～射，t川ユー  父親が育児休暇の12  を含むt58就労「1（約26週間）   ム労働の場  給付  
産後75～55就労l」）  ロ分：4（）％を追ノ」I】  週日を取得する場合  多胎出産の場合60就労H追加   合には約8．5  
取得率：約100％  早産の場合2r）日成労臼  歳）  

（川9R）   分：251施を追加  こぅ0時間まで就労のパ」－トタイム労働も  

ヤ均約66％   取得率：64％（19粥推  可能  
計）  取得率：女性約100％、男性低率（1998）  

く在宅保育休暇＞1990年に導入  3蔵   基本手当は年間3，027ユーロ  66％   

子ども1人につき各親3年間  平均賃金の約15％  のために年間6（1日間   

子ども2人以l二か低所得の場合  
約こう09bを支給   

出典：「主要国における仕事と育児の両立支援策一出産・育児・看護休暇を中心に－」山崎隆志  

（「少子化・高齢化とその対策総合調査報告書（2005年）国立国会図書館調査及び立法考査局）  

より）  

1   



出産休暇  出産時父親休暇  育児休暇  病児看護休暇  
期間   給付水準   期間   給付水準   期間   子どもの  給付水準   日数   子どもの  

年齢制限  年齢制限   
フランス   第1子、第2子：16濁  100％（月2，」32ユー  2002年り］より産後】  100％   1977年に導入、丁984年、1g85年、1986  3歳   2人以上子どもがいて、一定年  く短期疾病＞年間各  16歳   無給  

問（産前6主那私産後  ロを限度額）  か月内に14日、11日  年、1991年、1994年、1996年改iE  数就労の場合   親に3日間（l歳末満の  
10週間）  間は連続取得  司一の使用者のもとで1年以上就労を  非就労：月495ユーロ   千どもの場合又は了－ど  

第3手以降：26週間  使用者から3日間追加  要件、休暇取得の1か月以上前に使用  週2（）時聞未満就労：328ユーロ  もが世親に3人以上い  
（産前8j那臥産後18  可能  者に通告する必要  週20～32時間就労：248ユーロ  る場合には51：川iり  
週間）  多胎＝産の場合2＝］  了一どもl人につき最長3年間（原則1年  2004年1月より子どもl人の場合  
双生児日産の場合：  間  問、2回まで更新可能）  も産後6か月間手当受給呵能  

34週間（産前12週間、  遡16～32時間のパートタイム就労も可  
産後22週間）  能  
ニ‡つ千川産の場合：46  子どもの病気、事故、障害の場合には  
週間（産前24週間、  1年間延長可能  
産後22週間）  産後】年間は30分ずつ2桓l授乳時間を  
（産前4週間、産後10  取得する権利  
週間は餓制）  

く二親のつきそい休暇＞  家族のタ  
最良1年間（4か月間、  イブ及び  
2回更新可能）   時間数に  

より異なる  
親類が危篤の場合6か  無給   
月榊  

ドイツ   14週間（産前6i即日、  100％（限度額あり）  法制度なし  1986年に導入、1997年、2001年改正  8歳   24か月間月307ユーロ又は12か  年間子どもl人につき各  12歳   総所得の  
産後8週間）  従業員数15人以1二の企業  月間月」60ユーロ   親】0「】間を卜限  70％、純所  
早産又は多胎川産の  「ども1人につき各親は子どもの3歳の  単親：年間201川りを上  得の90％を  
場合4週剛追加  誕生日までに36か月間（日産休暇を含  限  l二限   

取得率：100％（1998）  む）取得可能  数人の子どもがいる場  
その後子どもが8歳になるまでに最大1・2  合50口閑を上限  
か月間取得可能  
休暇取得中の各親は過15～30時間就  
労可能  

取得率：女性95％、男性1％（1997）  
ギリシャ   】7週間（産前8i即日、  2日間   】00％   1986年に導入  3．5歳   無給   子ども1人：年間6日間  無給  

産後9週間）  従業員数50人以上の企業  子ども2人：咋l～ミ18日間  

公共部Iiり：5か月間  従業員の8％以上から請求があると使用  子ども3人以上：勾三間12  
（産前8週間、産経12  者は拒否可能  l川り  

週間）  各親3．5か月間（単親には7か月問）  子どもの学校の参観：  

取得率：100％（1998）   取得率：女性極低、男性ほぼ零（1998）  年間4日   

＜労働時間短縮＞1年間2時間短縮  所得の損失なし   
アイスランド  3か月間（産前Ⅰか月  t998年より産後8週間  20日年に導入  8歳   無給   13週間   Ⅰ3歳   l（）∩％   

開、母親は産後2週  のうちに2i週間   6か月間勤続を要件  
間強制取得）  9か月間（うち3か月間は子どもが18か月  
多胎出産の場合には  になるまでにいずれか一方が必ず取得）  

3か月間追加  椒得率：女性90～100％、男性1％未満  
取得率：90～100％  （1998）  

（1998）   

アイルランド  26週間（産前・■1鳳悶、  Ⅰ馴馴和は70％（限  2002年より産後56r］  遇100ポンド  1998年に導入、2000年改1E   5歳   無給   子どもⅠ人につき各親牛  5歳   100％  

産後4週間は強制、  度緬あり）   以内に】週間又は2週  又は週平均  子どもl人につき各親14週間  閉3日間又は3年間に5  
18週間有給、8週間無  賃金の90％  1年間勤続を要什  ＝問  

給）  給   取得率：女性95％強、男性－（1998）  
母親請求の場合4週  
間の追加休暇を取得  
可能   

＜主婦制度＞育児のため就労中断  12歳   無給   



‖産休暇  州産嶋父親  休職   育児休暇  病児看護休暇  
期†了り   給イ、りく準   期間   給付水準   期間   了どもの  給＝水準   ll放   子どもの  

年齢制限  年齢制l服   

イスラェ′し   一年と】2週問（6週†問は  母親は9か†＝ぎ削1i産休暇を延長可能  無給   各親牛聞6「11iり   t6歳   l（）n％   

産前）   税   を上限   フルタイムで就労する偉観は＝産休昭  
満了後抽ゝ月間汗＝時間労働購l肛短稲  
叫能  

イタリア   20週間（産前8週間、  80％   2週間   臼り％   1971年に噂入、1977年、2000年、2001  8歳   3歳末満児：賃金の30％（両税  3歳末満の重病児又は  8歳   30％  

産後12週間、産前ノ1週  公務Rほ100％  枠組が病気、死亡、  隼改正  合計で6か月まで）   嘩害児：困I㌻叉H＝】2  

吊、産後16週間も＝J  重度障害の場合、休  子ども1人につき10か月間、父親が3か  ㌻甘歳児：無給、収入状況により  時間の休暇願得  

暇の全知又は イ印  月間以1二眼得だと11か月借＝腋得叫能  賃金の30％   3～8歳：f：どヰ）ト人につ  

能） 取得率：100％（1998）  単頬は単独で川か月取得可能  き各親年刷51川i】  
取得率：女性高率、リi桂一（i998）  

＜労働時間短編＞何親は転「1】時間  川0％   高齢者や取柄の家族介  10偶（年間  

の休憩を2同晰師i能、まと♂ノて訓摩肝  誰のため2隼以下の休  ：略，Ⅰ52ユー  

労働時間を短縮することも可能、＝】6  暇  ロを槻度紳）   

時間未満就労の腎親は】＝川寺間の〃＼  

憩を取指可能  
†木暇取得後の両親にパ」一トタイム雇川  
の機会を提供する使用者には財政優  
遇措置   

甘木   14避け盲、】（程前6過17り、   60％  法制度なし  1992年導入、1995午、1999隼、20（川  3歳   4（）％保障＋使刊者Ⅵ凝滞  く20（）5年4月より年IJij5  ＜小学就学  く2〔05咋4  
席後8週l封）  く同家公務員につい  隼、2002隼改】仁  社会保険料免除   日間＞   前＞   りよりノ川％   

ては、2n（）5年＝はり、  子ども1人につき1年間（公拷員は享年聞）  

5りの特別休暇＞  ＜2005年4月上り特別の軒情がある場  
合には休業を巌人6かrj延長可能＞  
取得率：女性73．1％、男性0．44％（2003）  

：う歳未満の了どもに対する短時間勤務  

ルクセンブルク  16週間（産前別邸間、  10（）％（限度額あり）  産後2口描】   100％   1998附こ導入   5歳   再席川の保障なしに月1】2ユー  1日9がI三以降、rどヰ，に  t5歳   IO〔）％  

産後8週l苗り  fどもり＼につき各組6か†＝吊の休暇又  ロを22か月間支給又は再雇用  影響のある重病又は頚  
早庵、多胎州産の場  は12か月間のパートタイム休暇  を保障して月169：うユーロを6か  

斜こは4週間追加  月間支給（パートタイム休暇の  
場合には】2か月間846ユーロ）   

オランダ   16週間（産前4～6週  100％川勘蜜触あり）  在後1か月以内に2口  100％   199】年lこ導入、1997年、2001年改正  8歳   無給   病児又ほパートナーの  最低賃金  

間、碓後12～1机乱闘）  聞  子ども上人につき各親3か月間（ハ←フ  公務員は75％   世話のため咋聞l（）日周  又は70％の  

取得率：川（）％（199R）  タイム労働の場合には6か上＝i；I）  緊急休暇2口l封  いずれか  
取得率：女什10％強、男什9％強r1995）  高紬の力   
育児休業とは別に12か月間のキャリア▼  

ブレイク制度  
ニュージーランド  Ⅰ4週間   無給   法制度なし  子どもl人につき1年間   l歳   無給   各親牛問1511間   14歳   1（10％  

2002年7JJより12週一言り  8α‰   

12か月間勤続を要件  
ノルウェー   9週間（程前3週間、  48週間．80％′又は  柑94年より母親がフ  】00％   Fどもり＼につき有給】午：有給の42週  3歳   （9週間の川産休暇、4週間のパ  了ども3人未満：各組年  12歳（障害  1〔10％  

産後lう週間）は強榊  北週間：川口％  ルタイムの馴％以．上就  間又は52週間のうち1週間は父親、9週  パ・クカー一夕を含む）資格期間を  吊1馴十問、単親咋問2P  児又は慢性  

産前10か月間に6か月  労Lていれば4週間の  昔＝ま母親用  満たす場合、川0％賃金保障で  日間   病児の場合  
間以仁就労を要件育  パ′く・クオータ  Fども1人につき各親に無給の1咋  42週間又は帥％賃金保障で52  7ども：う人以上：各観隼  には18歳）  
児休暇に統合  取得率ニ85％  単親の場合、有給】年、鯉給3年  週間   罠‖5日間、里親年I吊30  

（1998／1999）  このほか公務員にこ用三間の無給†木暇  多胎冊産の場合、賃金保障  
取得率：女性9爛、男性33％（1997）  80％の場合には7週間、川0％の  

場合には5週間追加   場合は年間20「1閃  
単級10＝問  
末期や重度のため付添  
いが不可欠の入院の場  

合には無期限  
2週間   無給   ＜労働時間短縮＞産衡押瀾   2歳   10偶代替   

コ
 
 
 



＝産休暇  出産時父親休暇  育児休暇  病児看護休暇  

期間   給付水準   期間   給付水準   期間   7ゼもの  給付水準   日数   子どもの  
年齢制限  年齢制限   

ポルトガル   24週間（iO週間は産  1999年より産後1か月  198づ年に導入、1998年改正  6歳   無給   】0歳末満：年間30日間  100％  

後）  内に5日間   千ども1人の場合各親につき3か月間  （入院の場合延長可能）  

取得率：100％（1998）   （パートタイムイ木暇を取得する場合には  10歳以上：年間Ⅰ5日間  
6か月間）、子ども2人の場合2年間、子  
ど阜】3人の場合3年間  

取得率：女性10n％、男性一（I998）  

授乳をする女性は産後1年間川寺関内  
の休憩を＝ヨ2回取得可能  
＜子ども世話休暇＞2年間、了ゼも3人  無給   
以上の場合3年間、障害児の場合4年  
間   

スペイン   16週間（産後6週間は  】980年に導入、1995年改正  3歳   無給   病児の看詣や家族の緊  有給  
強制）  に10適例譲渡可能  子どもが3歳になるまでフルタイム休l暇  急事態に2口聞  
多胎出産の場合2週  使用者の負担で出産  を取得可能  
間追加  時に211間   産後9か月間1日1時間休憩の権利  
取得率二100％（1998）   取得率二女性100％、男性一（1998）  

く労働時間短縮＞＝1の労働時間を3  就労時間の短縮に比例した給  無給   
分のl～2分の1短縮   与の削減   より2親等までの血族又  

は姻族の世話を必要と  
する場合1i羊問  

スウェーデン  】4逓l間（産前7週間、  80％   産後60日以内に10日  80％   1974年に導入、1995年改正   8歳又は′ト  390日間：帥％   年間了ゼもl人につき各  12歳（特別  80％  
産後7週間）  間  4帥l］間の休暇（少なくとも2か月間は父  学1隼終r  残りの90‡二】問：1卜】60クローネ  親60暮」間   の場合には  
仝女牲（産前6週間、  親及び母親に割当、娘得しなければ磯  （6．50ユー百）  lb歳）  

産後6週間）  失）  

育児休暇に統合  取得率：女性90％、男性78％（1997）   

く労働時間短縮＞通常の就労日の労  就労義1の短縮に比例した給与  
働時間を3／4．1′／2．1／4又は1／8短縮   の削減   

イギリス   2003年4月より有給  最初の6週間：90％  2002年より出／巨から8  週100ボン  t999年に導入   5歳末満（障  無給   年間各親1011開を上限  16歳（全円  無給  
26週†盲i】（産経2週間は  その後の20週間：  週間以内に2週間  ド又は遇平  1年間勤続を要件   害児は18歳  教育や訓練  
強制）、（出産‾㌢定日  均賃金の  の場合には  
の14週間前までに26  90％   上限、最低1週間単位）、障害児に閲し  18歳）   

週間勤続の場合）無  ては18週間   
給26週間   

アメリカ   1993年に導入   無給   1993年に導入   無給   1993年に導入   18歳   無給   1993年に導入   18歳   無給   
（＊12週間の休  従業員数50人以」二の  従業員数50人以仁の  従業員数50人以1二の企業、前哨こ1250  従業員数50人以l二の企   

暇期間は、各休  企業、前年に1250時  企業、前年に1250時  時間以上勤務を条件  業、前年に1250時間   

暇を合計した期  間以上勤務を条件  閥以l二勤務を条件  年間各親12週間  以上勤務を条件   
間）   年間各親12週間  年間各親12週間  収得率：女性36％、男性3」％（2001・）  年間各親12週間   

（州典）  
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男性の取得を意識した育児休業制度のエ夫（企業事例）  

1．制度の対象の拡大（配偶者が常態として子を養育できる場合も対象に）  

2．休業の分割取得  

A社（電気機器製造業／正社員30，200名）   

子が3歳に達する月の月末までの闇に、3匝ほで分害畑又得可能  

B社（銀行業／正社員1，300名）   

子が1歳に達する月の月末までの間に、2匝ほで分割取得可能  

3．休業中の経済的支援  

C社（精密機械機器製造業／正社員1，300名）   

産後12週までの間に5日以上19日を限度に育児休業を取得した場合に、  

賃金の5（）％を支給（※20日未満の休業は、育児休業給付金等の支給対象外）  

D社（化学工業／正社員6，100名）   

育児休業取得者本人が主たる生計維持者である場合に、月給の60％を支給  

E社（印刷機器製造業／正社員1，300名）   

20日未満の休業取得者に対して、給与の40％を支給  

F社（証券業／正社員2，300名）   

育児休業開始日から5日間を有給  

4．配偶者出産休暇  

G社（和洋陶磁器卸小売業／正社員300名）   

有給の配偶者出産休暇を5日間  

F社（証券業／正社員2，300名）   

有給の配偶者出産休暇を5日間（上記の有給の育休と合わせ10日間休める）  

出典：（財）21世紀職業財団「男性の育児参加促進研究会報告書」（平成19  

年3月）から抜粋。  

その他、育児休業制度をより使いやすくするためのバリエーションの事例  

取得期間の延長  

H社（製造業／4，000名）、l社（卸売・小売業／1，500名）   

子が2歳になるまで取得可能  

J社（電気・ガス等／38，000名）、K社（情報通信業／2，800名）   

子が3歳になるまで取得可能  

L社（スポーツ用品製造販売業／1，500名）  

1歳半＋ならし保育期間として1ケ月延長可能  

M社（製造業／37，600名）   

子が1歳3月末まで＋ならし保育期間として4／15まで延長 orl歳半まで  

N社（製造業／328，600名）   

子が小学校就学直後の4月末日（ならし就学期間への対応）までの問で通算  

2年間の取得が可能   




